
平成２６年度事業計画書 

Ⅰ 事業計画策定の基本方針 

 国際経済交流財団は、貿易問題、地球環境問題など重要な国際経済の課題に

ついて、常に新しい光を当てようという姿勢で臨んできた。このような当財団

が、本年度、取り組むべき世界経済の課題は次の通りである。 

 世界経済は、先進国を中心に景気回復が進行しているものの、依然として不

透明性が継続している。特に、日本の「アベノミクス」については、その成否

が世界的に関心を集めているところ、日本の世界経済成長への貢献が大きく問

われている。「アベノミクス」を初めとする主要国のマクロ政策の持つ影響に

ついて分析し、各国間で情報交換・意見交換を行っていくことが、景気の持続

的回復にとって重要である。 

 そのようなマクロ経済状況のなかで、貿易自由化が一つの成長戦略として、

多くの地域で位置付けられ、交渉の大きな進展が見込まれないＷＴＯの多角的

貿易自由化に代わって、多くの二国間乃至地域における自由貿易協定交渉が加

速化している。特に、世界の成長センターとしての位置付けが明らかになりつ

つあるアジア太平洋地域において、ＴＰＰやＲＣＥＰ或いは日・中・韓自由貿

易協定交渉など、多くの重層的、多様な自由貿易交渉が進展していることは特

筆すべきことである。アジア以外の地域に於いても、ＥＵ－米自由貿易協定な

ど大きな貿易交渉が継続しており、こうしたメガ、リージョナルな地域貿易協

定締結への努力の集積又はこれらの自由貿易協定間の競争的自由化が、何れは

ＷＴＯの多角的自由化に結実していくことが期待される。 

 このような自由貿易交渉、特に地域自由貿易協定作りは、また地政学的見地

からも評価、検討される必要がある。 

 他方、貿易だけでなく、地球規模で新たな世界経済のチャレンジは拡大して

おり、地球温暖化やエネルギー問題など中・長期のグローバル課題への適切な

対応が求められている。そのためには、やはり、各国間、各地域間の情報交換、

意見交換が益々重要である。 

 このような課題について、解決の方向性を見出すうえで極めて重要な諸外国

有識者と我が国有識者とのインフォーマルな対話を促進することとし、かつ人

材育成を図る観点から、未来を担う若手の研究者、学生等もインボルブした国

際経済交流事業を推進する。 

 なお、当財団における財政状況は、極めて厳しい状況になっていることから、

最大限の効果が得られるように、事業の重点化や実施方法の改善に努めていく

こととする。 



Ⅱ 事 業 項 目 

 

１．経済関係国際交流事業 
    「日欧フォーラム」、「日米フォーラム」、「日アジア太平洋フォーラム」

の開催、並びに、産業、貿易事情、地球環境問題及びこれらの政策等に

ついての関係者の相互理解、意思疎通等を図るため調査研究交流を行う。 
 
２．日本産業貿易の海外広報事業 

    グローバルな経済、社会に関する正確な情報を基とした様々な有識者

の意見を迅速、的確に世界の読者に提供するため、英文による海外向け

情報誌を発行し、諸外国と我が国との意見交流を促進し、グローバルな

課題解決に向けて共通の理解を図ることとする。また、日本のビジネス、

政策についての対外向けの効果的な広報のあり方について研究する。 
 

３．貿易振興等特別事業 
    ＷＴＯ・ＦＴＡの推進が我が国にとって重要な課題であることを踏ま

え、貿易自由化に関連する調査研究やその影響を受ける可能性のある産

業に係る調査研究及びそれら産業への必要な助成事業等を実施する。 
 




